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新旧対照表 

旧 新 備考 

＜別紙１＞地域の区分方法の妥当性に関する検証 

 

1. 地域の区分方法に関する考え方 

日本には気象が類似している地域が存在するため、いくつかの地域に区分し、分割した地域（以下、

地域区分という）毎に治水計画の対象となる規模の降雨量の将来変化について検討した。 

そこで、今回実施する将来の降雨量変化倍率の試算にあたり、水文・気象分野で実用に供されてい

る地域の区分方法をもとに、後述する 3種類の地域の区分方法について、現在気候と将来気候の年最

大降雨の確率分布の同一性検定を行い、地域の区分方法の妥当性を比較検証した。 
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2. 使用したデータセット 

検討に使用したデータセットは、気象庁気象研究所の地域気候モデル NHRCM20 による現在気候

及び将来気候（RCP8.5）の降水量データである（※）。陸上に位置する格子点毎に算出した降雨継続

時間（6,12,24,48,72 時間）別の年最大雨量について、順位和検定により各格子点と当該格子点を含む

地域区分内の年最大降雨の確率分布が同一とみなせる格子点数を求め、当該地域区分内の格子点数に

対する割合（以下、適合割合という）を地域の区分方法の妥当性を比較するための指標として算出、

整理した。 

なお、使用するデータセットとして、降雨量変化倍率の試算に使用した 5km 解像度の大量アンサ

ンブルの出力結果を用いることも考えられるが、ここでは複数の地域の区分方法の妥当性を相対的に

比較することが目的であることを踏まえ、既往研究 1)の手法に倣って、計算年数や空間解像度等が類

似した NHRCM20 のデータを用いた。また、島しょ部については格子点がほとんどないことから一

部を除き今回対象としていない。 
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（※）検討に使用したデータセットは、「平成 25 年度環境省地球温暖化影響の理解のた

めの気候変動予測等実施委託業務」及び「平成 26 年度環境省地球温暖化影響の理解の

ための気候変動予測等実施委託業務」において、気象庁及び文部科学省気候変動リスク

情報創生プログラムの協力のもと、気象庁気象研究所開発の気候モデルを利用して作

成・提供されたものである 2)。その主な諸元は以下のとおり。 

・計算年数：現在 19 年(1985 年～2003 年)、将来 19 年(2081 年～2099 年) 

・時間解像度：1 時間 ・空間解像度：20km 

・現在気候：HPA_m02、将来気候：HFA_rcp85_c3（RCP8.5） 

（※）検討に使用したデータセットは、「平成 25 年度環境省地球温暖化影響の理解のた

めの気候変動予測等実施委託業務」及び「平成 26 年度環境省地球温暖化影響の理解の

ための気候変動予測等実施委託業務」において、気象庁及び文部科学省気候変動リスク

情報創生プログラムの協力のもと、気象庁気象研究所開発の気候モデルを利用して作

成・提供されたものである 2)。その主な諸元は以下のとおり。 

・計算年数：現在 19 年(1985 年～2003 年)、将来 19 年(2081 年～2009 年) 

・時間解像度：1 時間 ・空間解像度：20km 

・現在気候：HPA_m02、将来気候：HFA_rcp85_c3（RCP8.5） 
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旧 新 備考 

3. 地域の区分方法 

地域の区分方法の妥当性を比較するために用いた 3 種類の地域の区分方法を図-1～3 に示す。また

各地域の区分方法における地域区分名及び格子点数を表-1に示す。 

 

図-1 地域の区分方法①          図-2 地域の区分方法② 

図-3 地域の区分方法③ 

 

地域の区分方法①（図-1）は想定最大規模降雨に関する地域の区分方法 3)、地域の区分方法②（図

-2）は地域別比流量図をもとに同一性の割合が高くなるように修正した地域の区分方法 4)、地域の

区分方法③（図-3）は気象庁・地方季節予報の予報区分 5)である。 
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表-1 地域の区分方法毎の地域区分名及び格子点数 

地域

番号 

地域の区分方法① 地域の区分方法② 地域の区分方法③ 

地域区分名 格子点数 地域区分名 格子点数 地域区分名 格子点数 

1 北海道北部 96 北海道オホーツク海側 30 北海道オホーツク海側 29 

2 北海道南部 97 北海道日本海側 76 北海道日本海側 78 

3 東北西部 69 北海道太平洋側 82 北海道太平洋側 86 

4 東北東部 69 東北北 38 東北日本海側 76 

5 関東 82 東北東 49 東北太平洋側 78 

6 北陸 95 東北西 54 関東甲信地方 119 

7 中部 74 北陸東 44 北陸地方 59 

8 近畿 30 北陸西 34 東海地方 69 

9 紀伊南部 21 関東 77 近畿日本海側 19 

10 山陰 40 長野盆地 32 近畿太平洋側 48 

11 瀬戸内 55 中部東 29 山陰 22 

12 中国西部 20 中部西 30 山陽 37 

13 四国南部 34 山陰 54 四国 46 

14 九州北西部 66 瀬戸内 86 九州北部地方 76 

15 九州南東部 31 九州北 66 九州南部・奄美地方 42 

16 南日本 11 西南日本 90 沖縄地方 5 
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4. 年最大降雨の確率分布の同一性の検定 

現在気候・将来気候の各パターンにおける降雨継続時間（6,12,24,48,72 時間）別の年最大雨量につ

いて、順位和検定により地域区分内格子点の全データと各格子点のデータの年最大降雨の確率分布の

同一性を検定し、5％及び 1％有意水準の同一性の割合を地域区分毎に算出した 1)。具体的な手順は以

下のとおりである。 

 

① 地域区分内の格子点について、以下の 2 つの標本を設定する。 

・標本 A：各格子点の計算年数分のデータ 

・標本 B：地域区分内の計算年数×格子数の全データ 

② 標本 A と標本 B を混合し、値の小さい順に順位を付ける。同じ値の間では、順位の平均値を求め

る。標本 A に該当するデータの順位和 W を計算する。 

③ 標本 B の標本数が比較的大きいことから、W の平均値を E(W)、分散を V(W)とすると、W は E(W)

と V(W)の正規分布に従うとみなす。W の平均値からの差を標準化した値を z とすると、 

 

Z =
|𝑊 − 𝐸(𝑊)|

ඥ𝑉(𝑊)
ቈ𝐸(𝑊) =

𝑚(𝑚 + 𝑛 + 1)

2
, 𝑉(𝑊) =

𝑚𝑛(𝑚 + 𝑛 + 1)

12
቉ 

 

となる。m 及び n は、対象とするデータ群のデータ数で、ここでは m：標本 A の標本数、n：標

本 B の標本数である。すなわち、この場合の同一性の判定は、地域区分内のある格子点の確率分

布（計算年数が 19 年であるため、19 個で構成される分布）が、その地域区分の確率分布（19×

地域区分内格子点数で構成される）と同一とみなせるかを判定するものである。両側有意水準が

α％の時の標準正規分布での正規変量𝑍ఈに対し、Z < 𝑍ఈが成立する場合、α％有意水準において同

一性があるとみなす。 
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5. 適合割合の比較 

各地域の区分方法における降雨継続時間別の適合割合の全国平均値及びバラツキを表-2に示す。 

今回比較した 3種類の地域の区分方法について、現在と将来における適合割合はいずれの降雨継続

時間においてもほぼ同等である。すなわち、地域区分内の最大降雨の確率分布の同一性の観点からは、

将来の降雨量変化倍率を試算するための地域の区分方法の妥当性には大差ないものと考えられる。 

一方、河川計画に関する検討は従来から水系単位で発生した降雨イベントを基に検討されることが

多いため、将来の降雨量変化倍率の試算においても、同一水系内で降雨イベントが分断されないよう

分析することが望ましい。表-3 に示すとおり、地域の区分方法②及び③は地域区分を跨ぐ水系が存在

するため、将来の降雨量変化倍率の分析にあたっていくつかの水系で降雨イベントの分断が発生する

のに対し、地域の区分方法①は地域区分を跨ぐ水系がないことから、今回の分析には適していると考

えられる。 

また、地域の区分方法①における降雨継続時間別の地域区分毎の適合割合について、現在気候およ

び将来気候の値を表-3～4 に示す。地域の区分方法のそれぞれの地域区分毎についても、いずれの降

雨継続時間においても、現在と将来における適合割合は、現在における適合割合と比較して著しく低

下していない。そのため、地域の区分方法①は現在気候における降雨特性を基に地域区分を設定して

いるが、将来気候の評価においても同じ地域区分を用いることが可能である。 

 

表-2 各地域の区分方法における適合割合 
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表-3 地域の区分方法①における降雨継続時間別の地域区分毎の適合割合（有意水準 5％、現在気候） 

降雨継続時間 6 時間 12 時間 24 時間 48 時間 72 時間 

北海道北部 0.73 0.74 0.78 0.77 0.74 

北海道南部 0.64 0.62 0.55 0.58 0.59 

東北西部 0.75 0.62 0.51 0.46 0.39 

東北東部 0.64 0.62 0.67 0.64 0.64 

関東 0.73 0.68 0.60 0.60 0.60 

北陸 0.56 0.56 0.47 0.44 0.47 

中部 0.57 0.46 0.42 0.42 0.34 

近畿 0.80 0.77 0.63 0.67 0.67 

紀伊南部 0.81 0.71 0.52 0.48 0.48 

山陰 0.78 0.80 0.88 0.85 0.80 

瀬戸内 0.93 0.89 0.80 0.69 0.64 

中国西部 0.80 0.55 0.60 0.55 0.55 

四国南部 0.71 0.65 0.41 0.35 0.35 

九州北西部 0.94 0.86 0.77 0.53 0.45 

九州南東部 0.65 0.58 0.48 0.52 0.55 

南日本 0.82 0.82 0.82 0.73 0.73 

 

 

 

 

 

 

表-3 地域の区分方法①における降雨継続時間別の地域区分毎の適合割合（有意水準 5％、現在気候） 

降雨継続時間 6 時間 12 時間 24 時間 48 時間 72 時間 

北海道北部 0.73 0.74 0.78 0.77 0.74 

北海道南部 0.64 0.62 0.55 0.58 0.59 

東北西部 0.75 0.62 0.51 0.46 0.39 

東北東部 0.64 0.62 0.67 0.64 0.64 

関東 0.73 0.68 0.60 0.60 0.60 

北陸 0.56 0.56 0.47 0.44 0.47 

中部 0.57 0.46 0.42 0.42 0.34 

近畿 0.80 0.77 0.63 0.67 0.67 

紀伊南部 0.81 0.71 0.52 0.48 0.48 

山陰 0.78 0.80 0.88 0.85 0.80 

瀬戸内 0.93 0.89 0.80 0.69 0.64 

中国西部 0.80 0.55 0.60 0.55 0.55 

四国南部 0.71 0.65 0.41 0.35 0.35 

九州北西部 0.94 0.86 0.77 0.53 0.45 

九州南東部 0.65 0.58 0.48 0.52 0.55 

南日本 0.82 0.82 0.82 0.73 0.73 
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表-4 地域の区分方法①における降雨継続時間別の地域区分毎の適合割合（有意水準 5％、将来気候） 

降雨継続時間 6 時間 12 時間 24 時間 48 時間 72 時間 

北海道北部 0.79 0.74 0.84 0.86 0.85 

北海道南部 0.75 0.68 0.63 0.58 0.61 

東北西部 0.70 0.57 0.46 0.48 0.46 

東北東部 0.58 0.61 0.58 0.61 0.58 

関東 0.74 0.73 0.67 0.60 0.52 

北陸 0.72 0.55 0.54 0.52 0.44 

中部 0.65 0.57 0.47 0.39 0.38 

近畿 0.90 0.90 0.87 0.77 0.77 

紀伊南部 0.91 0.71 0.43 0.43 0.33 

山陰 0.88 0.90 0.90 0.90 0.88 

瀬戸内 0.86 0.85 0.84 0.67 0.67 

中国西部 0.90 0.80 0.65 0.60 0.55 

四国南部 0.53 0.47 0.38 0.38 0.41 

九州北西部 0.97 0.85 0.59 0.45 0.48 

九州南東部 1.00 0.90 0.71 0.61 0.61 

南日本 0.82 0.73 0.73 0.73 0.64 

 

 

表-5 全国一級水系と地域番号との対応 
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